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様式第３号 

         

相談機関登録申請書添付書類チェックリスト 
         

相談機関の名称   

連絡担当者の職・氏名   

         

国が定める「相談機関の登録基準」 
必要な申請書添付資料 

（添付資料を☑でチェックすること） 

Ⅰ 登録対象となる相談機関   

 (1) 事業者と契約を結び有料でその労働者に以下のサー

ビスを提供する機関 

ア 面接によるメンタルヘルスに関する相談 

（個々の労働者の心の健康に関する相談に限る。） 

イ 面接によるメンタルヘルスに関する相談の結果に

基づく適切な医療機関等への紹介 

□ 事業者と契約を結び有料でその労働者に

左記サービスを提供する機関であることを

示す資料 

  

 

 

 
(2) 医療法上の医療提供施設以外の相談機関 □ 医療法上の医療提供施設以外の相談機関

である 

    

Ⅱ 相談機関の登録基準   

1 相談体制に係る基準     

  (1) 基本方針 □ 基本方針の写 

   事業者及びその労働者へのサービスの提供に関す

る以下の基本方針を文書によって明確化している

こと。 

    

  
     

   ｱ 相談体制の質の確保     

   ｲ 個人情報の保護     

   ｳ 事業者との連携     

   ｴ 医療提供施設との連携     

   ｵ サービスの提供に関する情報の公開     

   ｶ その他サービスの提供に関し重要な事項     

  (2) 相談対応者     

  

 相談機関は常勤の相談対応者を有するとともに、実

務経験の少ない相談対応者については、ケースごと

に十分な経験を有する相談対応者が指導する体制が

確立されていること。また、相談対応者は、以下の要

件を満たすものであること。 

    

   ｱ 相談対応者は、心理職（ＴＨＰの心理相談担当

者、臨床心理士、産業カウンセラー等をいう。）又

は精神保健福祉士であること。 

□ 相談対応者に係る資格証明書の写 

      

      

   ｲ 常勤の相談対応者のうち、１名以上の者について

は、事業場内において、又は事業場外の相談機

関（事業場との契約により相談を行うものに限

る。）において、労働者を対象とする面接によるメ

ンタルヘルスに関する相談の実務に５年以上従

事（これらの相談業務を主な業務として行い、か

つ当該機関において通常、１週間に３日以上従事

□ 常勤者を明示した資料 

    □ 常勤の相談対応者の業務経験についての

事業主証明等       
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    した実績を有すること。）した経験を有すること。     

  (3) 提供するサービスの内容等     

   ｱ 相談機関は、メンタルヘルスに関する相談等に関

し以下のサービスを事業者に対して提供できるこ

と。 

    

  
 

 
    

    (ｱ) 労働者の心の健康問題について、相談対応

者が労働者本人へのメンタルヘルスに関す

る相談等（面接によるメンタルヘルスに関す

る相談及び面接以外のメンタルヘルスに関

する相談をいう。以下同じ。）に対応するほ

か、人事労務管理担当者、上司、同僚及び

家族に対して、その労働者の心のケアのた

めの相談・助言を行うこと。 

□ 顧客に対し左記サービスを提供し得ること

を示した資料        

         

         

         

         

      

         

    (ｲ) メンタルヘルスに関する相談等の結果につ

いて、その件数、その特徴、事業場に存在

すると考えられる問題点等を、契約事業場

ごとに取りまとめ、事業場側の担当者との協

議の場において報告・説明すること。 

□ 顧客に対し左記サービスを提供し得ること

を示した資料        

         

         

         

   ｲ 相談機関は、メンタルヘルスに関する相談等に関

して、以下の事項を公開していること。 

    

        

    (ｱ) 料金体系（精神科医による面接に係る費用

の取扱いを含む。） 

□ 公開情報の写（料金体系資料） 

         

    (ｲ) 全ての相談対応者の氏名、有する資格及び

経歴 

□ 公開情報の写（相談対応者の氏名・資格・

経歴を示した資料）        

    (ｳ) メンタルヘルスに関する相談等への対応等

が可能な曜日及び時間 

□ 公開情報の写（対応可能曜日及び時間を

示した資料）        

    (ｴ) メンタルヘルスに関する相談等に関し、対応

可能な方法 

□ 公開情報の写（対応可能な方法を示した資

料）        

    (ｵ) 関与する精神科医の氏名及び精神科医とし

ての経歴並びに精神科医が所属する医療

機関の名称・所在地 

□ 公開情報の写（関与する精神科医の氏名、

経歴、所属する医療機関の名称、所在地を

示す資料） 
       

       

    (ｶ) その他対応可能なサービスの内容 □ 公開情報の写（その他対応可能なサービス

の内容を示す資料）        

    (ｷ) 面接によるメンタルヘルスに関する相談の

実績又は事業者との契約の実績 

□ 公開情報の写（面接によるメンタルヘルス

に関する相談の実績等を示す資料）        

  (4) 精神科医の関与     

  
 ｱ 相談機関は、精神科医又は精神科医が所属する

医療機関と契約し、精神科医によって以下の業務

を行うとともに、当該業務の記録（担当精神科医

の氏名及び確認印を含む。）を作成すること。 

□ 精神科医又は精神科医が所属する医療機

関との契約書の写 

        

        

        

    (ｱ) 相談機関の業務のあり方及び業務内容に

対して、医学的な観点から助言を行うこと。 

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 

         

    (ｲ) 面接によるメンタルヘルスに関する相談を希

望するすべての労働者に対して、相談対応

者による面接に先立ち面接を行い、その結

果を相談機関に報告すること。 

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 

         

  
  

 
    

    (ｳ) 電話、メール等によるメンタルヘルスに関す

る相談等を行ったすべての労働者につい

て、その内容について相談対応者から報告

を受け、その内容について医学的な観点か

ら審査すること。 

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 

         

         

  
  

 
    

    (ｴ) 相談対応者が面接によるメンタルヘルスに

関する相談を行った労働者について、相談

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 
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対応者から、医学的な観点の相談を受ける

こと。 

    

    (ｵ) 面接によるメンタルヘルスに関する相談の

結果、医療上の措置を必要とすると判断さ

れる労働者に対して、速やかに適切な対応

を図ること。 

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 

         

  
  

 
    

    (ｶ) 相談対応者に対して、随時、教育・指導等を

行うこと。 

□ 精神科医の関与による業務記録の様式 

         

   ｲ アに掲げる業務を行う精神科医は、以下のすべて

の要件を満たす者であること。 

    

        

    (ｱ) 精神科医としての臨床歴を５年以上有する

こと。 

□ 左記業務経験に係る本人又は所属する医

療機関による証明書の写        

  
  (ｲ) 以下の産業保健に関するいずれかの要件を

満たすこと。 

□ 左記のいずれかの資格要件を示す証明書

の写 

  
   a 労働安全衛生法第１３条第２項の要件を

満たすこと。 

    

     b 以下のいずれかの産業保健に関する研

修を受講していること。 

    

          

      (a) 財団法人産業医学振興財団が行う

「精神科医等のための産業保健研

修会」 

    

  
    

 
    

     (b) 日本産業精神保健学会が行う「精

神科医のための産業保健講習会」 

  

        

      (ｃ) 上記研修と同等以上の産業保健に

関する研修 

    

           

             

2 相談対応者の能力向上のための体制に係る基準     

  (1) 研修教育     

   相談対応者の能力向上のため、定期的に講習会を実

施し、又は外部の機関・学会等が開催する研修会・学

会等に定期的に参加させる体制が確立されているこ

と。 

□ 左記事項に係る職員研修計画等の写 

       

  
     

  (2) ケースに関するグループ討議     

   相談対応者の能力向上のため、個々の相談対応者

の相談したケースについて、相談機関の常勤及び非

常勤の相談対応者を集め、精神科医の指導を受けつ

つグループ討議を定期的に行っていること。 

□ 左記事項に係る職員研修計画等の写 

       

    

    

       

             

3 個人情報保護に関する措置に係る基準     

  (1) 個人情報の保護に関する規程の整備     

   相談機関においては、次のアからエまでに掲げるす

べての定めを含む個人情報保護のための規程が整

備されていること。 

□ 左記アからエまでに掲げるすべての定めを

含む個人情報保護規程の写 
  

   

   ｱ メンタルヘルスに関する相談等を行った労働者の

個人情報について、相談機関が定める規程及び

法令等に規定する場合を除き、その所属する事

業者その他第三者に漏洩してはならないこと。 

なお、個人情報の保護は、緊急に医療上の措置

を必要とすると判断される労働者（希死念慮を有

する場合等）への対応を妨げるものであってはな

らない。 

    

        

        

        

        

        

  
 

 
    

   ｲ メンタルヘルスに関する相談等の結果、労働者の

心の健康に影響を与えていると考えられる事業場

の問題が認められる場合、事業者との連携をとる
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    ことの必要性を労働者に説明し、労働者の承諾が

得られた場合には、事業者に対して当該問題に

ついて必要な報告を行うこと。 

    

  
 

 
    

   ｳ メンタルヘルスに関する相談等の結果、自傷他害

のおそれが認められるなど、事業者として緊急に

対応をとることが必要であると考えられる労働者

について、事業者に必要な情報を通知すること。

なお、この場合であっても、可能な限り労働者の

同意をとること。 

    

        

        

        

  
 

 
    

   ｴ 個人情報に関する取扱いについては、契約前に

事業者と調整し、上記アからウまでを含む取決め

をすること。この際、メンタルヘルスに関する相談

等を受けた労働者の不利益となる取決めは行わ

ないこと。 

    

        

        

  
 

 
    

  (2) 個人情報保護に関する誓約書     

   相談機関においては、役員、相談対応者等の職員及

び提携機関から個人情報保護に関する誓約書を提出

させていること。 

□ 個人情報保護に関する誓約書の写 

       

       

  (3) 個人情報保護のための相談室の整備     

  
 相談機関内の面接によるメンタルヘルスに関する相

談を行うための相談室は、プライバシーが確保される

構造（相談の音声が外部に漏れず、外部から容易に

覗ける構造となっていないこと。）のものが必要数確

保されていること。ただし、火災等の緊急時に、緊急

に避難の連絡が可能であり、かつ避難経路が確保さ

れているものでなければならない。 

□ 相談室の構造を示す図面の写（写真の撮

影位置を記入） 

  
 □ 相談室から外までの避難経路を示す図面

の写（避難経路を赤の矢印で図示） 

  

 □ 相談室内の写真、ドアの写真（「面談室」、

面談中は「面談中」または「立入禁止」の表

示） 

  (4) 執務室への関係者以外立ち入り禁止措置     

   電話、メール等によるメンタルヘルスに関する相談

等、個人情報を取り扱う情報端末の操作、個人情報

が記された書類等の取扱い等は、職務の性質上やむ

を得ない場合を除き、関係者以外の者の立ち入りが

禁止された執務室において行うこと。 

□ 左記事項に係る規程等の写 

  
 □ 執務室のドアの写真（施錠できる様子、又

は「関係者以外立入禁止」の表示） 

  

 □ 相談個人記録の保管庫の写真(保管庫が

置かれている周囲も入れた写真、施錠出

来れば施錠の様子がわかる写真) 

             

4 その他の基準     

  (1) 書類の保存     

   相談機関においては、メンタルヘルスに関する相談等

を行った労働者個人の記録を作成し、５年以上保存

すること。 

□ 相談個人記録の様式 

  
 □ 相談個人記録の保存について定めた規程

等の写 

  (2) 相談機関のウェブサイト、パンフレット等において、社

会通念上、労働者のメンタルヘルス対策を進める上

でふさわしくない記述を行っていないこと。 

□ ウェブサイトのアドレス 

   □ 相談機関のパンフレット等 

        

     

 （3） 申請者がどのような機関かわかること。 □ 会社概要 

     

 （４） 申請者と相談機関の関係と構成員がわかること。 □ 組織図 

  
他部署でも本事業の個人情報に触れる可能性のある

者の氏名を記載すること。 

  

  
個人情報保護に関する誓約書の提出者の氏名の前

に○印をつけること。 

  

     

 

（5） 様式第 2 号⑥相談方法に「面接（出張）」がある場合

のみ、プライバシー配慮に関する記載を添付するこ

と。 

□ 出張時のプライバシー配慮に関する記載 

(様式任意・A4 用紙 1 枚程度) 

 


